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鈴 木 そよ子
は じめ に
「少 子高齢 化」 問題 は、 日本 の政治 ・経 済 ・文化 にわた って大 きな影響 を
与 えてい る。大学 も例外 で はない。 この影 響 を受 けて、大学 のシステムや教
育 内容 まで大 き く変化 して きてい る。 同時 に、大学 に学ぶ学 生た ちは、人 口
変 動 に伴 う労働者 の割 合 の変化や 産業形態 の変化 、また 、 これ らと連動 した
不景気 のなかで就職 問題 に直 面 してい る。
本論 文では、大学教育でポイ ン トとすべ きこ とを考 える一っ の方法 として、
大学入 学者 と卒業後 に関す るデー タを整 理 し、分析す る こ とに よって 、 「大
学時代 に蓄 えたい力」 につ いて考察す る。
論 文 の構成 は、 「1少 子 高齢化社 会」 にお いて 、最 近 の 出生率 に 関わ る
デー タ、将来の人 口推 計、他 国 の少子 高齢化 の ス ピー ドとの比較 を踏 まえ な
が ら、現在 の大学生 が職 業 を持 ち社会人 として生活す る 日本 の人 口的 な概観
を得 る。 「II労 働者 の割合 の変化 」 では、 人 口構成 の変化 に伴 う生産年齢
人 口な らび に就業人 口の変化 をデー タ として把握 し、また、産業形態 の変化
を含 めて産業別 人 口の変動 を見 る。 「In高 等教 育進学 率 の推 移」 で は、戦
後50年 間 を通 じて、 大学 ・短期 大学 への進学 率 の変化 を辿 る。 「IV大 学 教
育 の 目的 」では、 旧制大学 と新制 大学の教 育 目的の変化 につ いて検討 し、大
学教 育 の社会 的機 能 につ いて考 え る。 「V大 学卒業者 の就職 」 では 、近 年
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の大学卒業者 の進 路状況 に関す るデ ー タか ら、産 業分 野別、職 業別 に就職 者
の割 合 を把握 す る。 「V[大 学教 育 と職 業の連 動性 」 で は、 ヨー ロ ッパ 、 日
本 の大学卒業者 を対象 として、卒業後3年 を経た人 た ちが大学 と職業 の関連
性 について、 どの よ うに捉 えてい るのか を比較的 な視点 か ら捉 える。
主 な資料 ・デー タは文部科学省 を始 め とす る政府 関係機 関の発表 の もの と、
目本労働研 究機構 か ら刊行 され てい る報告書 『日欧の大学 と職業』 を用い る。
日本 の大 学卒業生 は、大学 時代 の専攻や 専門 とは異 なる職 業 に就職 す る と
い う傾 向が強 い とい え る。 そのなか で、高等教 育 を受 けた者 と しての専 門的
な力量 を身 につ けなが ら、職業 について知 り、教 育内容 と関連性 のあ る資格
取得 にも取 り組 み、現代社会 ・世界 について考 え る力 を育む こ とが求 め られ
てい る と考 える。
1少 子 高 齢 化 社 会
日本 は急 速 に少 子 高 齢 化 の 一 途 を辿 っ て い る。 主 要 先 進 国 は い ず れ も少 子
高齢 化 の傾 向 に あ るの だ が,日 本 の場合 は他 の 国 が経験 した こ との ない ス ピー
ドで進 行 しつ つ あ る。2004年1月1日 の 朝 日新 聞 で は 「03年生 まれ の 赤 ち ゃ ん
は112万1千 人 で,前 年 よ りも3万3千 人 少 な く,過 去 最 低 を更 新 す る こ とがJ
厚 生省 が31日 付 け で公 表 した 人 口動 態 の年 間 推 計 で 明 らか に な っ た。 人 口千
人 あた りの 出生 率 も前 年 よ り0.3ポ イ ン ト減 の8。9で,こ れ も過 去 最 低 を更新
した 。 少 子 化 は さ らに 進 ん で い る。」1)と 報 じた 。 近 年,厚 生 労 働 省 は 短 期
間 で今 後 の推 定 人 口 を試算 し直 し,シ ミュ レー シ ョン して い る。 さ らに そ の
推 定 を 下 回 る低 出産 率 に な って い る の で あ る。
2003年 の新 聞 で も人 口動 態 統 計 の結 果,'02年 に 「1人の 女 性 が 生涯 に産 む
子 ども の平 均 数(合 計 特殊 出 生 率)」 が 戦 後最 低 だ った'01年 の1.33を 更 新 し,
1)「03年 生まれ最少更新」『朝 日新聞』2004年1月1日 、p.1
2} 「出生率1.3202年 また最低更新」『朝 日新聞』2003年6月6日 、p.1「 合計特殊出生
率 とは15歳 か ら49歳 までの女子 の年齢別 出生率を合計 した もので、1人 の女子が仮に
その年次の年齢別出生率で一生の間に生むとした ときの子 ども数 に相 当す る。」
(厚生省ホームページ)
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1.32で,戦 後 最 低 だ っ た と発 表 され て い た 。 そ の 出 生 数 が1,153,866人 だ っ
た。2PO2年 度 ま で の 実 数 と'03年 の1月 か ら10月 ま で の デ ー タ を基 礎 資 料 と
して'03年 に推 計 して い る も の が,図1「 出 生 数 と合 計 特 殊 出 生 率 の 推 移 」
で あ る。
出 生 数 を み る と,第1次 ベ ビー ブ ー ム(1947～49年)に 生 ま れ た世 代 が,
第2次 ベ ビー ブー ム(1971～74年)の 担 い 手 とな った が,こ の 第2次 ベ ビー ブー
ム の世 代 の 人 々 が 結 婚 ・出 産 の 年 齢 に な っ て も,き わ 立 っ た ブ ー ム に は な っ
























人 口動態統計 の年 間推 計」
第2次 ベ ビー ブー ムの 出産 ピー クの時期 に比べ て約50%の 出生数 に落 ち込 ん
でい る。 こ こで は,こ の現象の要 因につ いての分析 には触れ ないが,出 生数
の落 ち込 みが 日本 の社会 ・経済 ・政治 ・文化 の活動 に大 き く影響 を与 えてい
る こ とを確認 してお きたい。
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この少 子化傾 向は,国 の税 収減少 を確 実な ものに し,子 ども人 口の減少 は
経済活動 の停 滞 を予測 させ る。子 どもや若者 は経済活動 の意欲 を掻 き立 て,
若者 た ちは新 た な文化活動 の原動力 となって きた。 この年齢層 の人 口が少 な
くな り,老 齢 人 口の割合 が増 える ことは,お のず と経済 ・文化 の多方面 での
縮小 が予測 され る。
今 後の人 口予測 が国立社 会保 障 ・人 口問題研 究所 「日本 の将来推 計人 口」,
総務省 の 「人 口の推移 と将来人 口(2002年1月)」 よって明 らか に されてい る。
これ らの統計予測 に よる と,日 本 の人 口は,緩 や かに2006年 まで増加 し続 け
る。 そ の後,減 少 に転 じる。65歳 以上 の高齢 者 人 口は,'03年 時点 です でに
総人 口の19%を 占め るに至 って いる。
今 後の少子高齢化 の傾 向 を外 国 との比較 で見 たい。 図2「 高齢者 人 口の割
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出 典:総 務 省 統 計 局 ホー ムペ ー ジ 「65歳以 上 人 口は過 去 最 高 の2431万 人 」
65歳 以 上 の 人 口比 率 が10%か ら20%に な る ま で に か か る年 数 をみ る と,フ
ラ ン ス で86年,ギ リシ ャ ・イ タ リア で43～44年,こ れ を 日本 は21年 とい う世
界 に例 を 見 な い 短 期 間 で経 験 して い る。 しか も この 高 齢 化 は今 後 も図2に み
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る どの 国 よ りも急 カ ー ブ で進 ん で い く。 ほぼ20年 後 の2025年 に は,総 人 口の
約28%が65歳 以 上 の高 齢 者 で 占め られ る とい う推 計 が な され て い る。
2005年 か ら2100年 ま で の 日本 に お け る0--14歳,15-64歳(生 産 年 齢 人 口),
65歳 以 上 の推 計 比 率 をみ る と,表1「 将 来推 計 人 口」 の よ うに推 移 して い る。
表1は21世 紀 の 日本 の 人 口の推 移 の推 計 で あ り,そ の全 体像 に まず 驚 く。
総 人 口は 減 少 の 一 途 を辿 り,100年 間 で約 半 数 に な る。 生 産 年 齢 人 口 も一 貫
して 減 り続 け,2050年 に は2005年 の 約64%の 生 産 年 齢 人 口 で,2005年 の141
%増 の老 齢 者 人 口を支 え る こ とに な る。 こ の 時,子 ども人 口は2005年 の57%
で あ る。 この推 定 は 日本 が現 状 の 体 制 を維 持 し続 け た場 合 で あ り,外 国人 の
受 け入 れ を積 極 的 に進 め た場 合 は,総 人 口お よび 人 口構 成 が推 計 か ら大 き






















































































出典:総 務省統計 局ホー ムペー ジ 「第五十三 回 日本統 計年鑑 平成16年
第2章 人 口 ・世 帯 」
く変 化 す る場 合 もあ るが3),こ の ま ま で あ れ ば,2004年 度 時 点 で大 学 生 で あ
る若者 は,こ の急激 な人 口減 少 と高齢化 の社 会の 中の一員 として生活 し,生
産活動 に携 わ るこ とは避 け られない。
皿 労働者の割合の変化
人 口構成 の変化 に伴 う就業者数 の変化 を見 る と,戦 後の人 口増加 のなかで,
オ イ ル ・シ ョ ック の 時 期 を 除 い て 増 加 し続 け て き た が,1998年 以 降 は5年 連
続 で減 少 して い る。2002年 の 就 業 者 数 は6330万 人 で,前 年 に比 べ て82万 人 の
減少 とな り,5年 連続 の減少 となって い る。 総務省 統計 局 ホー ムペ ー ジの図
「産 業 別 就 業者 数 の対 前 年 増 減 の推 移(1985年 ～2002年)」 に よ って ,産 業 別
3)外 国か らの移 民 を積 極 的に受 け入れ 、 多 くの移 民 が応 じた場 合 は、異 な る状 況 もあ
りえ る。2000年3,月23日 『朝 日新 聞』 の記 事 「働 く人 の比率50年 後 も維 持す るに は 一
定年77歳 に延 長 か 移 民年1000万 人受 け入れ か 『高齢 化 日本』 国連 が予 測」(p.1)
は シ ョ ッキ ングな記事 で ある。 また 、2004年1月1日 『朝 日新 聞』 の記 事 「在 日外 国人
永住 要件緩 和へ 法務 省方 針 他 の在 留期 間 も延 長 」(p.3)は 、 具体的 な動 きの 一
つ とい え よ う。 た だ、検 討 対象 は次 の よ うに かな り限 られ てい る。 「優 先的 に永 住権
を与 え られ る検討 対象 は、技 能 ・専 門性 が高 い研 究者 、技術 者 、経営者 、 投資家 ら。
国 内の 大学 で経 験 を積 んだ大 学教授 、 巨額 の投資 を してい る ビジネ スマ ン、 スポー ツ
選手 らが想 定 され てい る。」
4)総 務省 統計 局ホー ムペ._._ジ 「労働 力調 査1.雇 用 ・失業 情勢 の概況 」参 照 、産 業
区分 は 、 「サー ビス業 」 「建設 業」 「卸 売 ・小売業 、飲 食店 」 「製造 業」 に区分 され て い
る。 同 「新 着情 報 労働 力調 査 長 期 時系列デ._._タ 第5表 産 業 、男女別 就 業者数 」
参 照。
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に推移 を見 る と,製 造業 が62万 人減 少T卸 売 ・小 売業,飲 食店 が35万 人 減少
とな ってい る。 サー ビス業では,増 加 が顕著 で,36万 人増加。 これ は1959年
以 降44年 連続 の増加 とな ってい る。む
2002年3月 に 日本標 準産業 分類 の第11回 改訂 が行 われ,2001年 度 のデー タ
につ いて は産業大 分類 が14分 類 か ら19分 類 に変更 され て集計 されてい る。総
務省 統計 局 ホー ムペ ー ジ 「企業活動 に関す る統計 平成13年 事業所 ・企 業統
計調 査」 の 図 「新 産業 大分類別 事業 所数 の構 成比 」,図 「新 産業 大分類別 従
業者数 の構 成比」 がそれ で ある。
新 た に追加 され た5産 業大分類(① 飲食 店,宿 泊業 ② 医療,福 祉 ③ 教
育,学 習 支援 業 ④情報 通信 業 ⑤複合 サー ビス事業)の 占める割合 は,事
業所 全体 の23%,従 業者数 の23.1%を 占めてい る。第1次 産業(農 業,林 業,
漁 業),第2次 産業(鉱 業,建 設 業,製 造業),第3次 産業(電 気 ・ガ ス ・熱
供給 ・水 道業,運 輸 業,卸 売 ・小 売業,金 融 ・保 険業,不 動産業,サ ー ビス
業,公 務+新5分 類)の 割合 につ いて,1970年 か らの変化 を見 る と,第1
次 産業 の割 合 が%に 減 少 し,第2次 産業 は徐 々 に減少 し,第3次 産業 は労働
人 口の%か ら%に 増加 してい る。 しか も,新5分 類 の分野 が急激 に増加 して
い る。5)人 口構成 の変化 と産業形 態 の変化 が産業別 人 口に確 実 に影響 を与 え
てい る。
皿 高 等 教 育 進 学 率 の 推 移
大 学 ・短 期 大 学 へ の進 学 率 は1960年 度 に10.3%(男 子14.9%,女 子5.5%)
で,21万 人 の 入 学 者 だ っ た が,高 度 経 済 成 長 期 と も重 な り,大 学 ・短 期 大 学
へ の 進 学 率 は1960年 代 に急 速 に伸 び,1975年 まで 同様 に増 加 す る。1960年 に
は10.3%で あ っ た が,15年 後 の1975年 に は37.8%に な って い る。 そ の後27年
を経 て,さ らに10.8%増 加 す る に 至 って い る。2002年 度 に は48.6%に 達 し,
5)1970年 の産業3部 門別就業者割合 は、第1次 産業17.4%、 第2次 産業35.1%、 第3


























































































































































































































































































































































































































































































































































































73万 人 が入 学 して い る。 約40年 間 に5倍 近 くの 進 学 率 に増 加 した こ とに な る。
図3「18歳 人 口及 び 高 等 教 育 機 関 へ の 入 学 者 数 ・進 学 率 等 の推 移 」 はそ の 推
移 を示 して い る。 『平 成15年 度 文 部 科 学 白書 』 に よ る と,1950年 には201校 で
あ った 大 学 数 が,59年 を経 た2003年 度 に は704校 を数 え る。
W大 学 の 教 育 目 的
日本 の教 育制度 のなか にお け る大学の歴 史 は,1886(明 治19)年 に帝 国大
学 が設 置 され た こ とに始 ま り,そ の後,帝 国大学9校,官 立 ・公 立 ・私 立の
旧制大 学40校 となる。 これ らの 旧制大 学に加 えて,旧 制 師範 学校,旧 制 高等
学校,旧 制 高等 女学校,旧 制専 門学校 等 の391校 も,1949(昭 和24)年,第
二次世 界大戦敗戦後 の教 育基本法 に もとつ く大学(新 制 大学)と なった。新
制 大学 が設置 され てか ら59年 を経て,今 日に至 ってい る。
旧制 大学 と新制 大学の教育 目的について法規 でみ る と,旧 制大 学の教育 目
的は大学令第0条(1918年)に 「大学ハ 国家二須要 ナル 学術 ノ理論及応 用 ヲ
教授 シ並其 ノ纏 奥 ヲ攻究 スル ヲ以テ 目的 トシ兼 テ人格 ノ陶冶及 国家思想 ノ酒
養 二留意 スヘ キモ ノ トス」 と規 定 されてい る。 旧制大学 の教 育 目的が,国 家
目的 と深い結 びつ きを もっていた こ とがわ か る。
これ に対 して,新 制大学の教育 目的 は学校 教育法第五十二条(1947年)で,
「大学 は,学 術 の 中心 として,広 く知 識 を授 ける とともに,深 く専 門の学 芸
を教授研究 し,知 的,道 徳的及び応用的能力 を展 開 させ ることを 目的 とす る。」
と規定 され てい る。新制大学 は,広 い知識 の教授,学 芸 の教授研 究 を二本 立
て に して,学 生の知的,道 徳 的,応 用的能力 の展 開 を 目的 と した。 明確 な方
向転換 を示 してい る。 この教 育 目的 に したが って,教 育課程 も1・2年 次 の教
養 課程 と3・4年 次の専 門課程 か ら構成 され た。6




役割 を一 貫 して果 た してきた。新 制大学 は国家 目的 との無 関係 な位置 づ けで
は あるが,社 会 ・経 済 ・文化 の指 導者 を輩 出す る とい う役割 には変 わ りが な
い。 旧制大学 では,昭 和10年 代 にお いて さえ,同 年齢 の数パーセ ン トしか大
学 で学ぶ こ とができなか った。
一般 的 に大学 の学 費 を保護 者 が用 意 して きた 日本 では
,親 世代 が大 学進 学
に よって子 どもにプ ラスが ある と判 断す るか ど うかが,進 学者増加 の一つの
鍵 にな る。新 制大学 に対す る親 の世代 の期 待 は,社 会 の 中で大学が実 際に果
た してきた機 能 にあった。 民間企業組織 ・公務 員組織等 におい て大学卒業者
の待遇 の優位 さは 明確 であ った。 中卒 ・高 卒 ・大卒 に よって給与体系や昇進
が異 なる とい う学歴 主義 的な評価 が一般 的 とな ってい った。 子 どもの よ りよ
い生活,安 定 した生活,よ り責任 の ある仕事等 を期 待す る保護者 た ちに とっ
て,大 学 を卒業す る とい うことは,人 生の選択肢 を大 き く拡 げ るもの として
期 待 され た。 それは また,当 時大学教育 を受 け るこ とな く職 業に就 いた多 く
の保護者 に とって,自 分た ちの職場や社 会 にお け る体験 とも重 なっていた。
就職 率 の推移 を見 る と,1960年 代 には大卒 の男子 は約86～82%の 就職 率,
女 子は約64～59%の 就職 率で,特 に男子 の場合,短 期 大学 ・高等学校 卒業者
の就職 率 に比べ て高水 準 を維 持 していた。 経済成長 を背 景 に して,大 学 を卒
業す るこ とが保護者 の期 待 に応 えていた時期 であ る。 しか も,昭 和期 の企業
の姿勢 として 「就職 時点で は 白紙 で あっていい。入社後 の社 内教育 で社員 と
して必 要 な力 を身 につ け させ る」 とい う姿勢 が強かった こ とも相侯 って,と
くに就職 に向けての指 導や教育 のあ り方 が問われ るこ とはな かった。
だが,よ りよい生活 への手段 として大学 が機 能 し,期 待 されて きた とい う
のが現 実で あ り,そ の現 実に も とつい て大 学の教育 目的 を設 定す るな らばs
学生が 卒業後,職 業 を持つ た めに どの よ うなカ をつ け られ るのか が大切 な要
件 になって くるのであ る。 旧制大学 時代 の よ うな少数 の卒業者 で あれ ば,卒
業者 全員 を経 済界 ・政界 のエ リー トとして位 置づ ける事 がで きた。 しか し,
新制 大学 の発 足 当時 と比べて も,1960年3月 の約12万 人 の卒 業生 が2003年3月
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には54万 人 に増加 してい る現状 の 中で,教 育 目的の 内実 を改 めて考 えていか
な けれ ばな らない のであ る。 また,時 代 が変 わ り,不 景気 が続 く中で,企 業
も即戦力 の ある人材 を求 め,大 学時代 に どの よ うな力 を身 につ けたのか,そ
の会社 で何 がで きるのか とい う大学4年 間の成果 を問 うよ うにな ってきた。
V大 学 卒 業 者 の 就 職
大 学 卒 業 生 は,ど の よ うな進 路 を とっ て い るの だ ろ うか。 そ して,ど の よ
うな職 業 選 択 を して い るの だ ろ うか。 図4「 大 学(学 部)卒 業 者 の進 路 状 況 」
は1993年3月 の 卒 業 生 か ら2003年3月 の 卒 業 生 の進 路 状 況 を,総 計,男 女 別 に
辿 って い る。1993年 の就 職 率(総 計)76.2%か ら,1998年 に は65.6%に な り,
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出典:文 部科学省 ホー ムペー ジ 「平成15年 度学校基本調査(高 等教 育機 関編)
結果 の概要 ・卒業後の状況調 査」
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1999年,2000年 とほぼ5%ず つ減少 し,2001年 以 降は56%前 後の就職 率 となっ
て い る。 この就職 率 の低 化 は,① 進 学率 が この10年 間に2倍 近 く上昇 した こ
と,② 一時 的 な仕 事 に就 いた者 が5倍 に増加 した こ と,③ 「進 学」 「就 職 」
「臨床 研修 医」 「一 時的 な仕 事 に就 い た者 」以外 に該 当す る 「左記以外 の者 」
が約3万 人か ら約12万 人 へ と約4倍 に増 えた こ ととも深 く関連 してい る。 男女
別 の就職 率に注 目す ると,2000年 以降は女 子 の就職 率が男子 の就職 率 を上回
り,総 計率 を支 えてい る。
1993(平 成5)年 と2003(平 成15)年 の就職 者 を産業別 に比較 した もの が,
図5「 産業別 就職者 数 の比率(学 部)」 で あ り,2003(平 成15)年 の就職者
の産業別比率 を男女別 に見 た ものが,図6「 男女別就職者数 の比率(学 部)」
で ある。 図5は1993年3月 と2003年3月 を対 比 して い るが,そ の変化 は,ほ
ぼ 「新産業大分類別従 業者数 の構成比」(「n労 働者 の割合 の変化」で言及 した)


























































































































出典:文 部科学省 ホー ムペ ー ジ 「平成15年 度学校基 本調査(高 等教育機 関編)
結 果の概 要 ・卒 業後 の状況調査」
ぼ変わ らない。 ただ,「 新産 業大分 類別従 業者数 の構成 比」 の 「複合 サ ー ビ
ス事業 」 が1.3%で あ るのに対 して,図5の 就 職 先 の割 合 は13.3%と い う点
が大 き く異 なる。図6で み る と,男 女 によって も傾 向が異な るこ とがわか る。
図7「 職 業別就職者 の比率(学 部)」,図8「 男女別 就職者 の比 率(学 部)」
は,1993年3月 に比 べて,2003年3月 では1「 専 門的 ・技術 的職業 従事者(「 技
術者 」 「教員 」 「保 健 医療従事者 」 「その他 」 を含 む)」 「事務 従事 者」 ともに
減少 し,「販 売従 事者」 「その他 」が増加 して い る。 図8で 男女別 の比率 を見
る と,こ の変化 は ともに男子 の卒業 生につ いて言 える傾 向で もあ り,大 卒者
の就 く職 業 の種類 が変化 してきた こ とも示 してい る。
VI大 学 の 教 育 内 容 と職 業 の 連 動 性
1998年 か ら1999年 にかけて,日 欧12力 国において研 究組織 が共 同 して実施
した高等教育修 了3年 後の人 々を対 象 とした研究調査 報告書 『日欧 の大学 と
職 業 一高等教 育 と職 業 に関す る12力 国比較調査結果 一』の なかで,大 学 にお
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け る専 攻 分 野 と仕 事 の 関連 性 に つ い て興 味 深 い報 告 が 行 われ て い る。
「日本 の 大 学 卒 業 生 の13.8%は 『大 学 で の勉 強 は 現 在 の仕 事 と全 く無 関 係
だ 』 と答 え て お り,『 大 学 で 何 を専 攻 した か はそ れ ほ ど重 要 で な い 』 と答 え
て い る者 も27.2%に の ぼ り,ヨ ー ロ ッパ 諸 国 に比 べ て 非 常 に高 い数 字 を示 し
て い る。(図4-2(A)一 略 ・鈴 木)し か し,専 門職 に就 い て い る者 だ け を
取 り出 してみ れ ば,や や 高 め で は あ る も の の,日 本 の数 字 が それ ほ ど突 出 し
て い る わ け で は な い(図4-2(B)一 略 ・鈴 木)。 ヨー ロ ッパ 諸 国 の 高 等 教
育 卒 業 者 に は あ ま り縁 の な い一 般 事 務,サ ー ビス職 ・販 売 職 に従 事す る大 卒
者 が 日本 に は 大 量 に存 在 し,彼 らの 回 答傾 向 が大 卒者 全 体 の数 字 を引 き上 げ
て い るの で あ る。(図4--2(D)一 略 ・鈴 木)。 大 学 で の 専攻 分 野別 に みれ ば,
『仕 事 と無 関係 』,『そ れ ほ ど重 要 で な い 』 の 回 答 率 は,い わ ゆ る文 学 部 系 の
出身者 に高い が,理 学 系 と工 学 系 の 出身者 の 回答 率 も決 して低 くない(図4-
2(C)一 略 ・鈴 木)。
『現在 の仕 事 の満 足 度 』 を尋 ね る質 問 へ の 回答 傾 向 をみ て も,日 本 の 大 卒
者 の満 足 度 は他 の 国 に 比 べ て 低 くJそ れ は 一般 事 務 職 とサ ー ビス職 ・販 売職
に従 事 す る大 卒 者 の満 足 度 の 低 さに起 因 す る。」7)
この 内 容 に 関す る分 析 対 象 とな っ た の は,イ タ リア,フ ラ ン ス,オ ー ス ト
リア,オ ラ ン ダ,イ ギ リス,ノ ル ウ ェー,日 本 の大 学 卒 業 者 で あ り,大 学入
学 年 齢 も,平 均 在 学 年 数 も ヨー ロ ッパ の 大 学 と 日本 の 大 学 で は状 況 が異 な る
が,大 学 卒 業 後 に就 く職 業 と して,日 本 の 卒 業 生 に とっ て 一般 的 に な っ て い
る一 般 事務 職 サ ー ビス職,販 売 職 は他 の 国 の 場 合 「縁 が な い 」 とま とめ ら
れ て い る。 そ して,こ れ らの 職 業 に就 い た 者 か らみ る と,大 学 教 育 の 専攻 内
容 と 自分 の仕 事 の 関係 は 「全 く無 関係 」 「大 学 で 何 を専 攻 した か は そ れ ほ ど
重 要 で な い 」 とい う認 識 が あ る とい う分析 は,日 本 と ヨー ロ ッパ の大 卒 労働
市 場 の制 度 的仕 組 み につ い て の 次 の よ うな 考 察 と深 い 関連 が あ る。
7)日 本労働研究機構編 『日欧の大学 と職業 一高等教育 と職業に関す る12力 国比較調査
結果 一』調査研究報告書No.143、2001年 、pp.107-111
208国 際経 営論集No.282004
「日本 の大卒 市場労働 が,医 師 な ど特 定の専 門職 を除 き,職 業別 に編成 さ
れ てい ない こ とは周 知 の事実 であ る。(略 一 鈴木)ヨ ー ロ ッパ の多 くの国で
は,ど の専攻 分野 の出身 であって も,専 門職 と準専 門職 が高等教育卒業者 の
就 く主要 な職 業 になってい る。 それ に対 して,日 本で は専 門職 に就 く者 の比
率 は相対 的 に低 く,一 般事務職,サ ー ビス職 ・販 売職従事者 の比率が極 めて
高 くなってい る。 とくに,社 会科学,経 営,法 律 を専攻 した卒業生 の従事 し
てい る職 業分 野の構 成 は極 めて類 似 してお り,ほ とん ど区別 がつか ないほ ど
で ある。 また,理 学系,工 学 系の 出身者 も,専 門職 従事者 の比率 は ヨー ロ ッ
パ とほぼ同 じ水準 であ るが,こ れ以外 の者 が準専 門職 に就 く割合 は低 く,む
しろ,一 般事務職 サー ビス職 ・販 売職 に従事す る者 の方 が多い。
専 門職や 準専門職 は入職 に際 して特 定の 「資格」 を必要 とす るか否 かの問
題 は別 に して も,主 に学校 のス クー リングを通 じて一 定程度 の体系 的な専門
的知識 を習得 して い るこ とが前提 とされ る職 業で あ る。 この点 で 日本 とヨー
ロッパ の諸国 に違 いはない。 日本 の大卒者 が卒業後 の比較 的早 い時点 で専門
職 についてい る者 が少 ない とい うことは,大 学で学 んだ こ とが なかなか仕 事
に直結 しない ことを意 味す る。 つ ま り,『 専攻分 野 の教育 内容 が適切 であ る
か ど うか』 を論 じる以前 に,そ もそ も 『大 学で学 んだ知識 を活 かす場』 がす
ぐには得 られ ない制度 的仕組 み になってい るので あ る。」8)
言 い換 える と,日 本 の場合,大 学進学希 望者 数 の増加 に対応 して,入 学定
員数 を拡大 して きたが,そ れ に伴 う大卒者 の増加 に対応 した,大 卒者 に見合 っ
た職種 は確保 され て こなか った。 そのため,大 卒者 が多 くな るにっれ て,そ
れ まで高等 学校 卒業者 が担 ってい た職種 に 「進 出」す る よ うになった。 高等
学校 卒業者 に対す る求人 は減少 の一途 を辿 ってい る。 一般 事務職,サ ー ビス
職 ・販売職 はま さにそれ に当た る。
大学 は,大 学進 学 に よって,よ り専 門的な職 業,高 収入 の職 業 に就 くこと
8)日 本労働研究機構編 『日欧の大学 と職業一高等教育と職業に関する12力国比較調査
結果一』調査研究報告書No.143、2001年 、p.104.
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がで き るとい うイ メー ジに支 え られて きたが,大 卒者 の実態 として は高卒者
の職 業領域 を侵食 し,近 年 では,高 卒者 への求人 が減少 してい るか ら大学 に
進 学 してお こ うとす る保護者及 び進 学希望者 の選択 に支 え られ て,進 学率 を
上げて きた ことにな る。
ま と め 一大 学 時 代 に蓄 え た い カ ー
高等教育,特 に大 学教育 をめ ぐって,実 質的 な教育 目的の力点 を どこに置
くべ きか とい う問題 は多様 な レベル で議論 され ている。 その視 点 をあえて学
生 の立場に置 き,高 等学校 を卒業 して大学教育 を経験 した彼 らが社会人 になっ
てい くプ ロセ スの 中で,こ の4年 間に どの よ うな力 を蓄 え るこ とが望 ま しい
かを考 えたい。
大学卒業後 の進路 も多様化 してい るが,大 学進 学者 自身 の大学進 学動機や
目的 もその幅 が広 がってい る。 学 問的な関心か ら進学す る者 もいれ ば,よ り
有利 な就職 のた めの ワンステ ップ と して進 学す る者 もい る。 また,高 校時点
で 自分 の方向性 を決 め られないで,判 断 を引 き延 ばす猶予 の4年 間 として大
学 に進 学す る者 もいれ ば,何 かプ ラスにな るものが あるだろ うとい う感 覚 で
進学す る者 もい る。 大学側 はいずれ のケー ス も受 け入 れ るキ ャパ シテ ィー の
大 き さを求 め られ る。結 果的 に,こ のよ うな進 学動機 の広 が りの 中で,そ れ
ぞれ の学生の満 足感 と進歩 が,大 学教育の成果 として求 め られ る。
大学 は就職 の準備教 育の場 で はない,と い う声が大学現場 の教員 のなか か
ら聞かれ る。 この意 見 を否定す る人 はいないだ ろ う。 だが,だ か らとい って,
専 門的な知識 ・能力 だ けを教 育成 果 の前面 に押 し出 した教育 では,現 状の入
学動機 や卒業後 につ なが る力 をカバーす る こ とはで きな くなってい る。
大学 時代 に蓄 えた い力 は,3つ の分野 に分 け られ るので はないだ ろ うか。
第一 は,高 等 教育 を受 けた者 として の専 門的な力。 その 内容 は 自然科 学,
人文科学,社 会科 学 の専 門分 野に よって異 な るが,専 門的 な力 を身 につ けな
けれ ば,大 学 とい う教育機 関の固有性 はな くなって しま う。 また,そ れ ぞれ
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の学問分野 を リー ドす る人 々の多 くは この教育 を受 けた人 々のなかか ら育つ
のだか ら,専 門的 な力 を身 につ け るこ とは,社 会 的,経 済的,文 化 的な発 展
のために,大 学教育 固有 の使命 で もある。
第二 は,職 業 を知 る とい うこ と。 自分 の関心や専 門的な力 量 と職業 の距離
は意外 に遠 い。 あるいは,学 生 自身 が ど うつなが るのかわか らないままで,
ある会社 に就職 す る。 そ して,3年 以 内 に3割 は離職す るとい う。 もちろん,
最 初 の職業 が一生の職 とな るか ど うかは問題 ではないが,学 問分 野の区分 を
離れ て広 く職 業や会社 にっいて学ぶ機 会は重要 であ ろ う。 た とえば,理 学部
の多 くの学 生が就職 す るのは,会 社 であ り営業職 であ る。
さらに,大 学 教育 の中に資格 を積極 的に位 置づ けてい くこ とも並行 で きる
といい。 それ と同時 に,資 格 が職 場 で評価 され,キ ャ リア ア ップにつなが る
体制作 りも連動 させ る必 要が ある。
第三 は,現 代 の社会,世 界 につ いて考 え るカ を育 む こ と。 高等教 育機 関で
学ぶ学 生だか ら,成 長段 階的 に も,総 合 的に考 えを発展 させ,さ ま ざま な活
動 に展 開 させ る ことがで きる し,大 学 とい う研 究 ・教育機 関だか らこそ,サ
ポー トで きるス タ ッフがい る。現代 の政治 ・経済 ・文化 ・自然 について思 い
を深 めた うえで,社 会人 になることができれ ば,大 学教育を通 して新 たな リー
ダー たちの成長 が期待 で きる。
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